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はじめに 
 

 

 

 この報告書は、本県教育の総合的な計画である第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く 

『教育立県ちば』プラン（令和２年度～令和６年度）」（以下「第３期計画」という。）に基づく      

令和３年度の施策・事業の取組状況及び教育委員の活動のうち、重点的な取組として実施した内容に  

ついて、点検・評価を行った結果を取りまとめたものです。 

  

このたびの点検・評価は「第３期計画」の２年目の評価となることから、初年度において示された課

題に対して、今後の取組の方向性が示されているかという視点で実施しました。点検・評価を行うに当

たっては、学識経験者からのヒアリングを実施し、評価の客観性の確保に努めたところです。 

 

 また、知事が主催し、教育長及び教育委員が構成員となる千葉県総合教育会議において、令和３年度

も子供たちを取り巻く課題について意見交換を行いました。県教育委員会では、千葉県総合教育会議  

での協議内容をしっかりと受け止め、「第３期計画」の推進に、より一層力を入れてまいります。 

 

子供たちが将来、郷土や世界で活躍することができるよう、「ちばの教育の力」で、「子供たちの   

『県民としての誇り』を高め、『人間の強み』を伸ばし、『世界とつながる人材』を育てる」という基本

理念の下、「教育立県ちば」を目指してまいります。今後も施策や事業の点検・評価を通じて、絶えず  

改善を図りながら教育行政を進めてまいりたいと考えておりますので、御支援・御協力を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。 

 

  

 

 

 

令和４年９月１５日 

 

千葉県教育委員会  
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第１章 
 
 

点検・評価の目的と進め方 
 

 目的・趣旨 

教育委員会は、「効果的な教育行政を推進し、県民への説明責任を果たす」と

いう目的の下、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に  

基づく「教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況」に係る点検・  

評価を実施し、このたび報告書の取りまとめを行いました。 

この点検・評価を通じ、絶えず改善を図りながら教育行政を進め、「次世代へ

光り輝く『教育立県ちば』プラン」の実現を目指します。 

   

 

 点検・評価の対象 

点検・評価の対象は、令和３年度の教育委員の活動及び教育委員会の所管施策

としました。 

 

 

 点検・評価報告書の構成 

 本報告書では、第２章で、教育委員の活動として、知事と千葉県の教育施策の

方向性を話し合う総合教育会議の概要と教育委員会会議等の実績をまとめ、 

また、教育委員会の所管施策に対する教育委員の主体的なかかわりとしての 

提言や意見の教育施策への反映状況を記載しました。 
 次に第３章では教育委員会の所管施策として、「第３期計画」の１１の施策ご

との実施状況を確認し、千葉県教育のあるべき姿（総括指標）に係る実施状況及

び要因分析を記載するとともに、今後の対応について方針を示しました。 
 最後に、第４章では教育委員の活動及び教育委員会の所管施策について学識

経験者から評価していただいた内容をまとめました。 
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点検・評価の進め方 

教育委員会の所管施策に係る点検・評価のＰＤＣＡサイクルを示しました。 
＜Ｐ…Plan（計画）、Ｄ…Do（実施）、Ｃ…Check（評価）、Ａ…Action（改善）＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【第３期千葉県教育振興基本計画の実施状況 p.20～32】 

 ＰＬＡＮ（平成 27 年度～令和元年度） 

第２期千葉県教育振興基本計画 
  新 みんなで取り組む「教育立県ちば」プラン 

 ＡＣＴＩＯＮ（今後の対応） 

重点施策１～１１の今後の方向性・対応策を検討し、

第３期計画に掲げた各施策を推進していきます。 

 ＤＯ（主な取組） 

千葉県教育全体の実施状況を示す

目安として、重点施策１～１１の

主な取組をまとめました。 

 ＣＨＥＣＫ（要因分析） 

千葉県教育の目指す姿がどれだけ実現できて

いるか、４つの基本目標の各施策の実施状況

を数値化し、要因を分析しました。 

 ＰＬＡＮ（令和２年度～令和６年度） 

第３期千葉県教育振興基本計画 

次世代へ光り輝く「教育立県ちば」プラン 

【概要 p.18】 

千葉県マスコットキャラクター チーバくん 
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第２章 
 

教育委員の活動 
 

１ 教育長及び教育委員 

   ○冨塚 昌子 教育長【令和３年４月２０日から】 
              （令和３年４月１日から令和３年４月１９日まで教育長不在） 

○井出  元 委員【教育長職務代理者】 
    ○岡本  毅 委員 

○貞廣 斎子 委員 
○花岡 伸和 委員 

 ○永沢 佳純 委員 
    
 

２ 千葉県総合教育会議 

【令和３年度 開催実績】 

第１回会議：令和３年９月８日（水） 第２回会議：令和４年３月１６日（水） 

令和３年度の千葉県総合教育会議では、

教育庁と知事部局が連携して取り組む 

テーマとして「子供の貧困対策」「キャリ

ア教育」「幼児教育」を掲げ協議を行いま

した。 

子供の貧困対策については、「福祉部門

との連携や、支援につなぐ体制の整備、実態の把握、受援力の養成が必要」といっ

た意見が委員から出されました。これを踏まえて、令和３年度はヤングケアラーに

関する関係者ヒアリングを実施し、令和４年度は県内小中高校生を対象とした実態

調査を進めることとなりました。また、新たに、関係機関の職員の研修や、課題を

抱える高校生の居場所を設置することとしました。ＳＮＳ相談を充実させるため、

相談可能な曜日や時間帯について検討することとしました。また、子供たちが自分

で援助を求められる力（受援力）を育成するため、ＳＯＳの出し方教育の充実を図

ることとしました。 

キャリア教育の推進については、「労働実態を踏まえた教育の見直し、教材研究

による教育活動の充実、家庭でのキャリア教育、商工労働部門との連携による卒業

後の就業状況の把握などが必要」との意見が委員から出されました。今後の本県産

業や雇用の動向を見極めながら、次世代を担う子供たちが主体的に進路を選択でき

る能力を養うとともに、自分に適した進路を選択し、就職におけるミスマッチを 

防ぐことを目的として、知事部局や関係機関と連携を図りながら取組を進めていく
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＜教育委員会会議の様子＞ 

ことを確認しました。課題探求型キャリア教育の実施、職業理解のための映像教材

の制作や講演会の実施等の事業を新たに行うこととしました。 

幼児教育については、知事から「待機児童の解消という量の部分から、徐々に

質の部分について比重を移していく。自然保育に対する支援、本県における自然保

育認証制度の枠組みを検討する」ことが語られました。委員からは、他の自治体を

視察した際の、他の自治体での自然保育や幼

稚園の様子が紹介されました。また、幼児教

育について、それぞれの立場の知見を活かし

た意見を知事と交換しました。 

引き続き、知事と教育委員会が教育政策の

大きな方向性を共有し、より一層連携しなが

ら、施策の展開を図っていきます。 

 
 
３ 教育委員の活動と意見の施策への反映 

（１）活動の概要 

   令和３年度は、教育委員会会議を１４回開催し、議案等１３０件の審議を行いました。

また、調査・研究のため、委員勉強会を３４回開催し、計画的に活動しました。 
活           動 回 数 
教 育 委 員 会 会 議 １４ 
委  員  勉  強  会 ３４ 

視 察 
教育機関等の視察  ２ 
１０００か所ミニ集会  １ 
中学生・高校生との交流会   １ 

行事参加 式典等  １ 

外部団体との連携 
全国都道府県教育委員会連合会関係行事  ２ 
１都９県教育委員会教育委員協議会  １ 

 

※教育委員会会議の議事録を次の県教育委員会Ｗｅｂサイトで公開し 
ております。 

      https://www.pref.chiba.lg.jp/kyouiku/soumu/iinkai/kekka/r3/ 
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（２）具体的な施策への反映 

教育委員会会議等における教育委員の主な意見と、その意見がどのように教育施策

に反映されたかを示しました。 
 
 

ア 学力向上について 

（ア）全国学力・学習状況調査について  

［令和３年１０月２０日 第７回教育委員会会議］ 

令和３年度全国学力・学習状況調査結果の速報値及び分析結果について、報 

告しました。 

全国平均との比較では、小学校の国語と算数及び中学校国語で改善が見られ 

た一方で、県独自の分析結果から、自分の考えを書き表す力の育成や高い無解 

答率への対応、ＩＣＴの活用等の課題が明らかになりました。 

 

（委員の意見） 

・ＩＣＴ活用について、コロナ以前から整備を充実させ、活用の前例をつくって 

おく必要があった。ＩＣＴに限らず、日頃から学校教育の刷新の支援を図って 

いくようにしていただきたい。 

    ・今後、地域単位での分析を進めていくことに加え、各学校においても校内研修 

として自校の結果の分析、活用を進めてほしい。そのためにも、働き方改革を 

進めて先生方の時間を確保できるように支援をしてもらいたい。 

 

（教育行政への反映） 

○各教育事務所との連携を強化し、各地域での課題を分析し、好事例を共有すると 

ともに、学校訪問の際に分析結果と学力向上の取組について協議・助言すること 

で、県全体の底上げを図っていきます。 

○「記述する」という活動を積極的に取り入れる授業や、ＩＣＴを有効に活用した 

授業等の好事例についてまとめたリーフレットを配付したり、モデルとなる授業 

動画を配信したりすることで、各学校の学力向上を支援します。 

○今年度の調査結果から得られた課題を解決するために校内研修や教育課程編成の 

際に活用できる「学力向上の手引き」を作成し、全校に配付します。 

 

 

（イ）公立高等学校入学者選抜の結果について 

［令和３年６月１６日 第３回教育委員会会議］ 

令和３年度公立高等学校入学者選抜の結果について、本検査・追検査、第２ 

次募集、特例検査、定時制の課程の追加募集及び通信制の課程一期から三期ま 

での入学許可候補者を決定し、報告しました。 

さらに、本検査で実施した５教科の学力検査の得点合計や教科ごとの出題方 

針、問題別の正答率、得点の分布等をまとめたものを報道発表するとともに、 

今後の指導に活用できるよう冊子にし、中学校や高等学校をはじめ、関係機関 

に示しました。 
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（委員の意見） 

・平均点を６割程度、得点分布が正規分布に従うと想定して問題作成をしている 

と思うが、英語の得点分布が他の教科と比べ特異である。分布から、問題は難 

しいものではないと考えられる。このことから、中学校段階の英語の学力定着 

に課題があると考えられる。 

・「なぜ」、「誰が」、「何を」できないのか、どんな手立てが講じられるかを、デー 

タから導き、中高で情報交換して、子供たちができてうれしいと感じられるよう、 

詳細な分析をお願いしたい。 

 

（教育行政への反映） 

○学力検査の結果の分析を冊子にまとめ、資料として配付することにより、中学校 

や高等学校において、生徒の学力を把握するとともに、教科指導の改善及び指導 

力向上を図っていきます。 

○令和３年度は、学力検査の結果の冊子のほか、学力検査の結果をもとに、正答率 

の低かった問題や無答率の高かった問題について分析し、千葉県の中学生の課題 

と身に付けてほしい力等についてリーフレットにまとめました。学習のポイント 

も示すことで、中学生にとって、これからの学習の指針となり、学校の先生方に 

とっては今後の指導の改善のためのものとなっています。 

○令和４年度は、中学校での今後の学習指導方法や授業改善に向け、「学力検査結果 

の概要」の冊子の巻末に「指導のポイント」を掲載しました。 

 

 

（ウ）ＩＣＴを活用した学習支援について 

［令和３年９月８日 第６回教育委員会会議］ 

高等学校におけるＩＣＴ環境を速やかに整える必要があることから、全ての 

県立学校に、安全かつ高速大容量通信に対応した新たなネットワークを整備す 

ることを報告しました。 

さらに、ＩＣＴを活用した教育を推進するため、指導方法の助言や支援等を 

行うＧＩＧＡスクールサポーターを教育事務所等へ配置することを報告しまし 

た。 

 

（委員の意見） 

・ＩＣＴを活用した教育を推進し、サポート体制の充実も図ってほしい。 

 

（教育行政への反映） 

○新たなネットワーク環境のもと、主に生徒が所有する端末を活用するとともに、 

県が整備したタブレット端末も併用しながら、一人一台端末環境で、ＩＣＴを活 

用した教育を推進していきます。 

○授業におけるＩＣＴ機器の効果的な活用や学習支援コンテンツ等の効果的な活用 

等について検証校での成果等の周知を図ります。 

○ＩＣＴ教育に関する研修を見直し、教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図り、各学 

校におけるＩＣＴ教育の充実に努めます。 

○「ＧＩＧＡスクール通信」の発行等による好事例の周知や学校訪問における指導 

助言等を通して、ＧＩＧＡスクール構想で整備された１人１台端末の積極的な利 
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活用が図られるよう、市町村を支援していきます。 

 

 

イ 交通安全について 

［令和３年７月２１日 第４回教育委員会会議］ 

［令和３年１０月２０日 第７回教育委員会会議］ 

八街市において発生した交通死亡事故を受け、被害児童が在籍していた小学校 

などに通学する児童生徒の心のケアを行うため、スクールカウンセラーの配置数 

を拡充することに伴う補正予算について報告しました。 

また、令和３年９月定例県議会における、八街市の交通事故を受けた交通安全 

対策に係る質問について報告しました。 

 

（委員の意見） 

・今回の事故を無駄にしないためにも、来年度当初予算については、教育委員会 

として通学だけでなく、交通安全全般としての子供の安全を守る予算の確保を 

お願いしたい。 

 

（教育行政への反映） 

○令和３年度は、小学校低学年（１年生から３年生）及び高学年（４年生から６年 

生）を対象とした交通安全学習資料を作成し、県内の全公立・私立小学校、義務 

教育学校及び特別支援学校小学部の全児童に配付しました。これにより、児童が 

自身の通学路の危険箇所等を確認するとともに、自分の命を守る方策を身に付け 

させました。また、令和４年度は、予算を拡充し、県内の全公立・私立小学校、 

義務教育学校及び特別支援学校小学部に入学した新１年生の児童に、同学習資料 

を配付し、通学路における交通安全教育のさらなる充実を図りました。 

○安全教育啓発用資料として、令和４年度は、交通安全教育に関するポスターを作 

成し、県内全小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校、特別支 

援学校に配付します。 

○小学校３年生に向け、交通安全のみならず防犯、防災の内容を網羅した「通学路 

安全リーフレット」を作成し、県内の全公立・私立小学校、義務教育学校及び特 

別支援学校小学部に配付し、児童が自分の命を守るための方策を学ぶ契機として 

います。 

○学校安全教育講師派遣事業では、児童生徒の交通安全・生活安全・災害安全に対 

する意識の高揚を図り安全教育に関する知識と実践的な行動を身に付けさせ、安 

全教育の一層の充実を図るため、児童生徒に安全教育の講演会や体験的な安全学 

習等を行うための講師を派遣しています。令和３年度は、４校に講師を派遣しま 

した。 

       

 

ウ 福祉的な支援について 

県立学校の児童生徒等のうち、経済的な困窮、虐待等の困難な家庭環境にある 

ものを早期に発見し、福祉的な支援につなげるために各学校が行う教育相談の一 

つの取組、特に早期発見のためのきっかけとして、県立学校において生理用品を 

無償提供することを目的として取り組みました。 
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県立高等学校６０校、県立中学校２校の合計６２校をモデル校とし、４か月に 

わたって保健室での対面式提供に加え、非対面式の提供を試行的に実施しました。 

 

（委員の意見） 

    ・自立支援ホームでは生理用品の給付がないと聞いて驚いた。アルバイトができ 

ない子は生理用品をどうするのか。 

・生理用品が必要かどうかは生活する場所で確認していただかないと困ることで 

 ある。 

    

（教育行政への反映） 

○試行実施の結果、全利用個数が５，４５９個であり、非対面式での利用数が全体 

 の約８４％を占めました。一定の需要があることがわかり、特に非対面式での利 

用が多いことから必要とする生徒が気兼ねなく利用できる環境を整える必要性を 

各学校に周知しました。 

○１月から全ての県立学校で、非対面式の提供を実施することとし、提供場所や氏 

名の申告方法は、校舎のつくりや規模、生徒の状況等、学校ごとに実情が異なる 

ことを踏まえ、各学校の選択に委ねることとしました。特別支援学校については、 

学校や個々の児童生徒の状況に応じた対応を実施しています。 

○生理用品の確保については防災備蓄品から計４０，０００個の配布を行い、令和 

 ４年度以降は既存予算で購入していくこととしています。 

○教育的観点から行われていた未使用の生理用品の返却については、不要とするこ 

 とに統一しました。 

○今後も福祉的支援が必要と思われる生徒に養護教諭等が積極的にアプローチして 

 状況把握し、迅速に支援等の対応ができる関係性を築くよう求めています。 

 

 

エ いじめ問題、不登校等について 

［令和３年１０月２０日 第７回教育委員会会議］ 

令和２年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

結果の概要について報告しました。 

 

（委員の意見） 

・いじめの芽もいじめと認知して、早期に対応するということは大変良いと考え 

る。 

・いじめ認知件数は減っているが、生命や財産等に重大な被害が生じた疑いがあ 

 るとされる重大事態の１号案件が増えていることを深刻に受け止めるべきであ 

る。いままでどおりの構造で重大事態が起きているのか、コロナ禍が背景にあ 

るのか、丁寧な分析と対応を今後に活かしていただきたい。 

 

（教育行政への反映） 

○本県において平成２８年度から令和２年度の５年間に報告があったいじめの重大 

事態について、それぞれの報告書から、案件の特徴や課題についての分析を実施 

しました。現在、各事案の分析結果を集計しているところであり、今後、さらな 

る分析を実施します。これによって得られた知見等は、市町村教育委員会や各学 
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校等と情報を共有し、重大事態の未然防止に資していきたいと考えています。 

○令和４年度はスクールカウンセラーを全公立小学校６３７校（隔週配置校を前年 

度より１０４校増）、全公立中学校３１２校、高等学校９７校（前年度より８校増）、 

新規に特別支援学校１校に配置しました。スクールソーシャルワーカーについて 

は小中学校１８校、高等学校２１校及び教育事務所５か所に配置し、児童生徒の 

相談・支援体制の充実を図っています。 

○令和３年度のＳＮＳを活用した教育相談については、県内中・高校生全員を対象 

に、相談受付日を週２日から週３日と拡充し、悩みを相談しやすい環境の整備を 

進めました。 

○生徒指導に関する学校への通知文書や、いじめ防止啓発リーフレット等において、 

学校以外の相談窓口について、児童生徒への周知を図っています。 

○管理職資質向上研修をはじめとする、各年代の教職員を対象とした研修において、 

いじめ防止対策に関する研修を実施し、教職員の対応力の向上や、いじめ等に関 

する理解を深めることで、未然防止、早期発見等に努めています。 

 

 

オ 学校における働き方改革について 

［令和３年４月２１日 第１回教育委員会会議］ 

［令和４年２月９日 第１２回教育委員会会議］ 

県教育委員会において、平成３０年度から毎年６月と１１月に実施している「教 

員等の出退勤時刻実態調査」と１２月に行いました「教職員の働き方改革に係る 

意識調査」の結果とクロス集計することで、教員の意識と在校等時間の関係につ 

いて分析し、教員の意識改革を加速させるために活用しました。 

また、１１月に実施した「学校における働き方改革推進プラン」取組状況調査 

の結果と当調査の結果を意識調査と同様にクロス集計することで、どのような取 

組が在校等時間の短縮に効果があるのかを分析し、課題のみならず、好事例を明 

らかにし、周知しました。 

    

（委員の意見） 

・対象者を絞って、若年層においては管理職から業務量の軽減やチームで業務に 

当たらせるなどの手立てを講じてほしい。また、教頭は長時間勤務が続いてい 

るため、大規模校の複数配置や教頭をサポートする職の新設等を検討してほし 

い。 

・ＩＣＴの活用については、電子メールに対応する業務の効率化が難しい。ＤＸ 

まではいかなくても、ビジネスプラットフォームを活用することも検討してほ 

しい。 

・部活動のメリットが大きいことは重々承知しているが、物理的に部活動に係る 

時間を圧縮し、その圧縮してできた時間を別の削減できない業務に充てること 

が求められる。部活動の在り方を見直さない限り、中学校、高等学校の働き方 

改革は進まないと考えている。 

・スクラップする観点、つまり「すてる」ことが重要だと考える。 

 

（教育行政への反映） 

○「調査方法の研究」では、意識等調査において特に副校長や教頭に負担感の高かった
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調査・報告に係る業務の負担軽減を図るために、ＩＣＴを活用した調査方法の研

究や調査削減等に向けた取組を全庁的に行っていくこととしました。 

○教頭をサポートする事務支援員を雇っている自治体の取組等を好事例として周知 

 しました。 

○「部活動に係る働き方改革の推進」では、更なる推進を図るために、各市町村と 

個別に協議を行いながら、学校の実情に応じた部活動の在り方について検討を進 

めていくこととしました。また、地域部活動の推進のためのモデル事業に２市町 

が取り組み、教員の業務量削減が見られました。 

○「学校における働き方改革推進プラン」の改定により、令和５年度までにスクラップ＆ビ

ルドの観点(または、スクラップの観点)から総業務量が増加しないようにし、調

査等で確認していくこととしました。 

 

 

カ 特別支援教育の充実について 

     ［令和４年３月２２日 第１４回教育委員会会議］ 

第３次千葉県特別支援教育推進基本計画及び第３次県立特別支援学校整備計画 

を策定しました。 

今後１０年間を見据え、近年の社会状況の変化や新たな課題に対して適切に対 

応し、さらに本県の特別支援教育の充実を図るための取組内容や、特別支援学校 

の過密状況の解消、特別支援学校設置基準が公布されたことに伴う対応について 

議決しました。 

 

（委員の意見） 

・１０年間のビジョンにより共生社会を形成していくとなっているが、共生とは、 

これまで人類が生き延びてきた重要なファクトであり、普遍的なものであるの 

で、使うのであれば先頭にアップデートした言葉を付けた方がよい。 

・「一人一人が輝く」という言葉は保護者も含まれている。子供の介助があることで、 

余裕がない保護者がいることも事実である。ビジョンとして保護者の人生も尊 

重するということも文言として入れていただけるとよい。 

 

（教育行政への反映） 

○誰もが共生社会の一員として、ともに認め合い、支え合い、誇りをもって生きら 

れる社会の構築の基礎を培う教育の実現を目指し、本計画の基本的な考え方を、 

「一人一人が輝く共生社会の形成」としました。 

    ○子供の最も身近な理解者であり支援者である保護者が、活力ある生活を送ってい 

くことが重要なことから、家族も含めて「一人一人が輝く」ように取組を推進す 

るよう明記しました。 

 

 

キ 学校・家庭・地域の連携について 

教育委員が県内の学校を訪問しました。 

教育委員会から任命された保護者や地域住民などが一定の権限と責任を持って 

学校と共に学校運営について協議する学校運営協議会（コミュニティ・スクール） 

や、学校職員と保護者や地域住民が学校・家庭・地域の様々な教育課題について 
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膝を交えて本音で語り合う「学校を核とした県内１０００か所ミニ集会」等の視 

察を行い、地域と学校の連携の現状と今後の支援の方向性について意見交換を行 

いました。 

 

（委員の意見） 

・学校としての課題解決の方策として、周到なアンケートに基づいた取組が進め 

られていた。学校が家庭や地域に対して、生徒の様子や成果、各種アンケート 

の結果を積極的に周知していくことは、「地域とともにある学校づくり」を実現し 

していく上で重要である。 

・コミュニティ・スクールについては、学校と地域をつなぐ役割を担うコーディ 

ネーターを配置していくことになるが、持続可能な施策となるよう、コーディ 

ネーターの育成も視野に入れていく必要がある。 

 

（教育行政への反映） 

○地域と学校の連携について、県立学校及び市町村教育委員会に対して調査を行い、 

実態を把握しました。また、研修会や個別訪問を実施することで、これまで各学 

校において地域の意見を学校運営に反映させる取組として実施されている「開か 

れた学校づくり委員会」や「学校評議員制度」等から、学校運営協議会（コミュ 

ニティ・スクール）への移行の仕方について説明を行うなど、それぞれの実態に 

応じた地域と学校の協働体制の構築に向けての支援を行いました。 

○必要な知識や技術の習得、資質の向上及びネットワークづくりを図る実践的な研 

修の場として、「地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）研修講座」を 

開催しました。学校と地域をつなぎ、学校を支える役割を担う地域コーディネー 

ターや、ボランティア等関係者が安心して役割を果たしていけるよう、地域コー 

ディネーターや学校支援ボランティア等の人材の発掘と育成を図りました。 

 
 

ク 県立博物館・美術館の今後の在り方について 

［令和３年４月２１日 第１回教育委員会会議］ 

県立博物館・美術館の今後の在り方をめぐっては、まず、博物館について、令 

和２年３月に示された第二次答申に基づき、同年９月に今後の方向性を策定した 

ところです。 

また、令和３年２月には、第三次答申において、活性化策を中心に美術館の今 

後のあり方について示されたところであり、今後は、第三次答申を踏まえた県と 

しての方針を策定し、美術館の活性化策を実現するよう努めます。 

 

（委員の意見） 

・第三次答申は、たいへん周到な取りまとめをしていると感じた。県内の私立大 

学はいろいろな優れたコレクションを持っているので、こうした機関としっか 

り連携することで幅が広がり、重厚なことができると思う。ぜひ実現してもら 

いたい。 

   

（教育行政への反映） 

○令和３年１２月に外部有識者による県立美術館アドバイザリー会議を設置し、県 
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立美術館の魅力向上や活性化に向けて議論を開始し、そのなかで他館との連携強 

化についても議論しました。 

また文化・芸術振興の一体的な推進等が図れるよう、令和４年４月に美術館・ 

博物館を知事部局に移管しました。このことにより学校教育機関だけでなく、地 

域や観光、産業振興等の幅広い連携が可能となると考えます。 

 

 

ケ 体育・スポーツの推進について 

［令和４年１月１９日 第１１回教育委員会会議］ 

令和３年度の「体力・運動能力の状況」は、小学校男女、中学校女子とも、多 

くの種目で平均値が全国平均を上回っていますが、中学校男子については、５種 

目で全国平均を下回るという結果になりました。令和元年度と比較（令和２年度 

は未実施）すると、県全体として下降傾向にあり、特に小学校男子、中学校女子 

については、全ての種目で令和元年度を下回っています。体力合計点でも、県全 

体で下降傾向にあり、この傾向にストップをかけることが大きな課題と捉えてい 

ます。 

「運動やスポーツへの意識」については、いずれも全国平均と同等ですが、特 

に中学校女子の運動嫌いの傾向が続いており、これらを少しでも減らすことが課 

題であると捉えています。 

 

（委員の意見） 

・全体の活動量の低下が体力の低下につながっている。成長期なので、軽い運動 

を学校でも推奨して、全体的な体力の向上につなげていくことが必要だと思う。 

・部活動の時間は長くても体力合計点が低い。特定の競技のみをやっていても総 

合的な体力向上につながっていないのではないか。運動嫌いの原因の一つに激 

しい部活動もあるのではないか。 

・体だけでなく心の変化も大きく表れる時期に測定した結果に、一喜一憂しては 

 いけないと考えている。自分自身の体が変化していくときに、運動をこの基準 

 でやりなさいと言われても体育が好きになれないと思う。 

 

（教育行政への反映） 

○「できた体験」と「運動・スポーツの楽しさ」を実感できる授業改善の視点を、 

体育主任の研修会や指導主事の訪問、研究大会を通して県内に広めていきます。  

○安全で充実した運動部活動のためのガイドラインが浸透してきていますが、１週 

間の運動部活動の時間は、全国平均と比べると上回っている状況であり、より一 

層ガイドラインを浸透させていくことが重要だと考えます。併せて、指導者の意 

識改革を進め、「今の時代に認められる運動部活動の運営」を目指して、効率的・ 

効果的な指導の実践が県内全域に根付くよう取り組んでいきます。 

 
 

コ 教職員の不祥事根絶について 

４月、８月から１２月及び３月までの合計８回の教育委員会会議において、教 

職員の懲戒処分について、検討及び決定をしました。 
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（委員の意見） 

・ＩＣＴ教育を進めているが、スマートフォン、携帯電話の学校への持ち込み、 

利用について考える必要がある。 

・（新型コロナウイルス感染症対策の面から鑑みると）教職員に、外出について 

気を引き締めさせることも必要があるのではないか。 

・コロナ禍にあって、教職員も孤立しており、ストレスをためている。事前のケ 

アは、学校や教育委員会でできることではないか。若い職員に懲戒処分が多い 

という感じを受けている。若い職員にストレスがかかっているという感じを受 

ける。事前のケアの充実を図っていただきたい。 

 

（教育行政への反映） 

○「管理職の許可のないＳＮＳ等を利用した私的なやりとりの根絶について」を参 

考に各学校の実情に応じた対策を立て、校内でのルール作りを進め、教職員のみ 

ならず児童生徒及び保護者等がルールを遵守するとともに、ＳＮＳ等による私的 

なやりとりを根絶しようとする学校の雰囲気を醸成するよう努めていきます。 

○新型コロナウイルス感染防止対策のため、県民に対して様々な要請をしている状 

況を踏まえ、率先垂範すべき立場として、県民への要請に反するような行動はし 

ないこと、特に、飲酒の機会においては、県民に要請している感染防止対策を徹 

底した上で、節度をもって行動することを周知していきます。 

○令和２年度に開催した「不祥事防止対策有識者会議」で示された提言を確実に実 

施していくことで不祥事根絶に取り組むとともに、同会議の委員を講師とした「研 

修動画」を活用した校内研修を、計画的に実施していきます。 
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（３）教育委員会の充実と発展のための研修・意見交換 

ア 市町村教育委員会 

○例年、千葉県教育委員会と千葉県市町村教育委員会連絡協議会が共催で実施してい 
る「千葉県教育長・教育委員研修会（県内全ての市町村教育委員会教育長と教育委 
員（千葉市を除く）を対象）」は、動画配信の形式で開催されました。「学校教育に 
おけるＩＣＴの効果的な活用と教員の資質・能力向上」をテーマとした基調講演、 
「県内のＩＣＴ活用教育の現状と今後の展望」をテーマとしたシンポジウムが配信 
されました。 

        

イ 都道府県教育委員会 

（ア）１都９県教育委員会全委員協議会（オンライン） 

【文部科学省行政説明】「ジェンダー平等を進めるための教育について」 
【提案県(静岡県)講演】「ジェンダー平等の観点からみた人材育成と教育」 
【意 見 交 換】「ジェンダー平等を進めるための教育について」 

 
（イ）全国都道府県教育委員会連合会第１回総会（オンライン会議） 

【文部科学省行政説明】「学校教育におけるＩＣＴの効果的な活用と教員の資質・能力向上」 

【分 科 会】 
共通テーマ「学校教育におけるＩＣＴの効果的な活用と教員の資質・能力向上」 
選択テーマ「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」 
  〃  「令和の日本型学校教育を担う教師の養成、採用、研修等の在り方」 
  〃  「教員による児童生徒へのわいせつ行為防止に向けた立法への対応」 

            
＜オンライン会議の様子＞ 
 

（ウ）全国都道府県教育委員会連合会第２回総会（オンライン会議） 
     【文部科学省行政説明】「小学校高学年の教科担任制の推進等と学校の働き方改革」 

【分 科 会】「小学校における少人数学級及び教科担任制の導入と効果的活用 」 
 

ウ その他 

○教育委員会の点検・評価に係る有識者会議 
  ・外部有識者と対話形式の意見交換会を行いました。 
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（４）教職員・児童生徒との意見交換及び教育関連施設等の視察 

 ア 県立・市町村立学校 

   ○県立市原八幡高等学校・市原市立八幡東中学校 

（南房総地域中学生・高校生との交流会の視察） 

       

              ＜オンラインで開催された交流会の様子＞ 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○県立浦安高等学校（学校運営協議会、１０００か所ミニ集会の視察） 
 
 
 
 
    
 

  
          ＜様々な見地からの意見が出された全体会の様子＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

本日の学校運営協議会ですが、委員の皆様のご協力のもと、地域とともにあ

る学校づくりが展開されていることを改めて実感しました。 
今後も地域と学校とが目標やビジョンを共有し、一体となって子供たちを育

んでいくことを期待しております。 
次年度から県立学校において、複数校がコミュニティ・スクールに移行する

予定です。浦安高等学校での取組を導入校の参考にさせていただきたいと思っ

ております。                     （委員挨拶より） 

中高生の交流がいかに大切であるかを実感した。中学生にとって高校生は最

も身近な指導者であり、高校生にとっては自分の経験を中学生に語ることに 
よって改めて自分の体験を整理し、自覚することが出来る。これは非常に大切

な教育の在り方であると思う。また各自が学校を代表参加している自覚もあ

り、個別の体験からの意見を普遍化する姿勢が見受けられ、これは大切なこと

であると思う。できれば同じメンバーが回を重ねて交流することが出来れば、

さらに有意義なものとなっていくと思われる。       （委員報告より） 
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イ 教育機関 

    ○県立中央博物館（施設の視察、職員との懇談） 

○県立美術館（施設の視察、職員との懇談） 
  

 

 

 

 

 

 

  ＜県立中央博物館職員との懇談の様子＞  ＜県立美術館施設の視察の様子＞ 

 

ウ その他 

    ○令和３年度教育功労者表彰式（於：ポートプラザちば） 
    ○令和３年度第２回人事管理研修会（於：県総合教育センター） 

 

 

４ 総括 

令和３年度は、第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』   

プラン」がスタートし、２年目を迎えました。基本理念、４つの基本目標の下、１１の施

策の推進に向けた取組を進めてきました。 
千葉県総合教育会議では、「子供の貧困対策」「キャリア教育」「幼児教育」をテーマとし

て協議を進め、施策の充実につなげるようにしました。 
教育委員の活動としては、教育委員会会議における審議の他、重要事項の決定に    

ついては、企画・立案等の段階から委員勉強会を実施し、適正な判断ができるように努め

てまいりました。 
新型コロナウイルス感染拡大防止のため学校等の視察を控えざるを得ず、教育現場の 

現状や課題を直接肌で感じることが難しい状況でありましたが、オンラインを活用した情

報収集も進めてきました。今後も県民ニーズの把握、教育に係る最新情報の収集に努める

ため、新型コロナウイルスの感染状況を勘案しつつ県の教育関連行事への参画や教育施設

等の視察を検討してまいります。 
千葉県の子供たちの健やかな成長を目指し、知事と教育政策についての視点を共有し 

連携を強化することで、千葉県教育をさらに推進していきたいと考えています。 
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第３章 教育委員会の所管施策 
１ 第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」 概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

。・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第３期千葉県教育振興基本計画「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」 概要 

Ⅰ 計画策定のポイント（第２期計画からの主な変更点等） 

・ 教育基本法第１７条第２項で規定された，千葉県における教育の振興のための施策に関する基本的な計画。 

・ 計画期間は令和２～６年度（５年間）。 

・ 「県民としての誇り」「人間の強み」「世界とつながる人材」の３つの観点から，第３期計画の「基本理念」を新たに設定。 

・ 「子供」「学校」「家庭・地域」「県民」を柱として４つの基本目標と１１の施策を設定。（第２期計画は３つの基本目標と１７の施策） 

・ 不登校など様々な困難を有する児童生徒，家庭へのきめ細かな支援について，「多様なニーズに対応した教育の推進」を新たに施策へ位置づけ。 

また，学びの質を高め，情報活用能力を育成する「ICT利活用の推進」を新たに取組として位置づけ。 

 

 
 
 

○ 日本の若者は，諸外国の若者に比べて，自分を肯定的に捉える割合が顕著に低いと言われています。千葉県や日本の未来を担っていく子供

たちには，自己肯定感を高め，県民としての誇りを持って，未来への第一歩を踏み出してほしい，というのが私たちの願いです。そのために

は，県民の学校教育への参画のもと，学校では教師が，家庭では親が，地域においては地域住民が，それぞれの立場から子供たちに関わって

いくことが必要です。 

○ また，今後は IoT，ビッグデータ，AI などの第四次産業革命の時代を迎えます。学びのあり方，体系，教育政策も大きく変わってきており，

学校教育も，未来を見越して，その内容を見直す時期に来ています。しかし，デジタルの時代であるからこそ，クリエイティビティ（創造性），

ホスピタリティ（おもてなし），モラリティ（道徳性，倫理性）などの人間の強みを伸ばすことが重要です。 

○ さらに，東京オリンピック・パラリンピック競技大会では，本県も８競技の会場地になります。世界中が注目するこの大会を契機に，子供

たちが将来，郷土や世界で活躍することができるよう，主体的に課題を発見して解決する力，創造力，発想力，他者と協働するリーダー    

シップ，チームワーク，コミュニケーション能力，豊かな感性，多様性を尊重する態度など，グローバル時代に必要な資質・能力を高め，    

世界とつながる人材を育てることが求められます。 

基 本 理 念 

「ちばの教育の力で 『県民としての誇り』を高める！『人間の強み』を伸ばす！『世界とつながる人材』を育てる！」 

子 供 学 校 家庭・地域 県 民 

・「知」「徳」「体」のバランスの  

取れた「生きる力」の育成 

・子供の自立や社会参加に向けた，

能力や可能性の伸長 

・子供の学びを支える学習環境 

づくり 

・教員採用・研修の充実や教職員の

働き方改革 

・不登校や経済的理由など様々な

困難を有する児童生徒，家庭 

へのきめ細かな支援 

・地域全体で子育てを支える家庭 

教育への支援 

・家庭・地域と学校との協働体制の

構築 

・県民がいつでも学べる場や機会の

提供 

・障害のある人の生涯学習の充実 

・郷土と国の歴史への理解，多様性

を尊重する態度など，国際社会の

担い手として求められる能力の

育成 

・県民がスポーツに親しむことが 

できる環境の整備 

・障害者スポーツの推進 

【基本目標４】 

ちばの教育の力で， 

世界を舞台に活躍する人材を

育成し，「楽しい」「喜び」に  

満ちた豊かな社会を創る 

【基本目標３】 
ちばの教育の力で， 

家庭と地域の絆を深め，全て

の人が活躍できる環境を整える 

【基本目標２】 
ちばの教育の力で， 

「自信」と「安心」を育む学校を

つくる 

【施策１】 
人生を主体的に切り拓くための

学びの確立 

【施策２】 
道徳性を高める心の教育の推進 

【施策３】 
生涯をたくましく生きるための

健康・体力づくりの推進 

【施策４】 
共生社会の形成に向けた特別 

支援教育の推進 

【施策５】 
人間形成の場としての活力ある

学校づくり 

【施策６】 
教育現場の重視と教員の質・ 

教育力の向上 

【施策７】 
多様なニーズに対応した教育の

推進 

【施策８】 
家庭教育への支援と家庭・地域

との連携・協働の推進 

【施策９】 
人生 100年時代を見据えた生涯

学習の推進 

【施策10】 
郷土と国を愛する心と世界を 

舞台に活躍する能力の育成 

【施策11】 
「するスポーツ」「みるスポーツ」

「ささえるスポーツ」の推進 

【基本目標１】 
ちばの教育の力で， 

志を持ち，未来を切り拓く， 

ちばの子供を育てる 

４つの基本目標と１１の施策 

・子供たちが，豊かな自然や多くの人々，様々な知識や技能に触れ，関わり，つながっていくことが必要です。 

・子供たちの教育に直接携わる学校や家庭はもとより，地域の住民や企業なども「全ての大人が子供の育成に関わる」という自覚を持ち，    

つながることによって，互いに支え合うコミュニティを形成することが，地域全体の教育力の向上につながります。 

・東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として，世界中の人々とつながることができるように，学校はもとより全ての県民一体と

なって「教育立県ちば」の実現を目指します。 

基本的な取組方針 「ふれる」，「かかわる」，そして「つながる」 

Ⅲ 計画の構成 

【第１章】 計画策定の基本的な考え方 計画策定の趣旨，計画期間，策定のプロセスなど 

【第２章】 千葉県教育の目指す姿 千葉県教育をめぐる現状と課題，第２期計画の検証と今後の重要課題及び第３期計画の基本理念，

基本目標など 

【第３章】 重点的な施策・取組 第３期計画で実施する１１の施策と３７の取組について 

【第４章】 計画の推進にあたって 第３期計画の推進体制や進捗管理，指標について 

Ⅱ 計画の概要 



                                第３章 教育委員会の所管施策  

- 19 - 
 

２ 第３期千葉県教育振興基本計画の施策・指標一覧 

○千葉県教育の「あるべき姿」 

   千葉県教育の目指す姿として「子供の姿」「学校の姿」「家庭・地域の姿」「県民の姿」を定

めています。これらの４つの姿がどれだけ実現できているかを数値化し、千葉県教育全体の

実施状況を示す目安として、以下の３つの項目を設定しました。これらの数値が長期的に増

加することを目指し、第３期計画に掲げた各施策を推進していきます。 

項  目 
基準値 

（基準年度） 
達成状況 ※１ 

【子供の姿】 

学校評価における児童生徒アンケートにおい

て、「学校生活」に関する項目について「満足」

「概ね満足」と回答した児童生徒の割合 

８８.５％ 

（令和２年度） 

８８.９％ 

（令和３年度） 
○ 

【学校の姿】 

学校評価における保護者アンケートにおいて、

「学校運営」に関する項目について「満足」「概

ね満足」と回答した保護者の割合 

８８.０％ 

（平成３０年度） 

８７.２％ 

（令和３年度） 
○ 

【家庭・地域の姿】【県民の姿】 

学校評価における保護者アンケートにおいて

「学校・家庭・地域が連携して子供を育てる環

境が整っている」と回答した保護者の割合 

８５.２％ 

（平成３０年度） 

８３.５％ 

（令和３年度） 
△ 

（児童生徒アンケート回答率 ９０.９％、保護者アンケート回答率 ７３．３％） 
  ※１：令和３年度時点の達成度 

（◎：大きく達成、○：概ね達成若しくは達成に向けて水準が上昇、△：努力を要する） 
 

  【概要】 
令和３年度は、第３期千葉県教育振興基本計画における２年目となりました。令和元年度

末の全国における一斉休校から始まった新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を引き続き

講じながら、学びを継続させるとともに、施策ごとの具体的な取組についても可能な範囲で

行いました。そのような中での点検・評価ですが、指標の達成状況を見ると、概ね満足と回答

した割合が３指標とも８０％以上であり、なかでも「学校生活について概ね満足と回答した

児童生徒の割合」が８８.９％と高い評価を得ております。 

 その要因としては、感染症対策を機とした少人数学習やＩＣＴの効果的な活用等の学習環

境を用意できたこと、学校行事等を見直したり、自分たちで工夫して教育活動を継続させた

りしたことなどが、学校の良さを再認識するきっかけになったのではないかと考えられます。 

 保護者における、学校運営に関する満足度については、基準年度から下がっているものの、  

新型コロナウイルス感染症の影響や昨年度数値（８７．１％）からの増加を踏まえ、現時点で

概ね達成としました。 

 また、学校における家庭・地域との連携については、高い水準にありながらも、低下してい

ることを踏まえ、家庭や地域と協働で行う行事等の内容や開催方法について、更に工夫して

いく必要があります。 
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○各施策の実施指標                

施策 指標の項目 
基準値 

（基準年度） 

目標 

（令和６年） 
達成状況※２ ※３ 

１ 

人生を主体

的に切り拓

く た め の 

学びの確立 

主体的に授業改善に取り組

んだ学校の割合 

小 ２８.６％ 

中 ２３.３％ 

(平成３０年度) 

小 １００％ 

中 １００％ 

小 １９.７％ 

中 １３.５％ 
△ 

児童・生徒のＩＣＴ活用を

指導する能力 

６８.１％ 

(平成３０年度) 
１００％ 

７３.５％ 

(令和２年度) 
○ 

生徒の卒業段階における 

英語力 

（中 ＣＥＦＲ Ａ１レベル） 

（高 ＣＥＦＲ Ａ２レベル） 

中 ５２.３％ 

高 ４０.９％ 

(平成３０年度) 

中 ６０％ 

高 ６０％ 

中 ５２.０％ 

高 ４２.０％ 
△ 

２ 

道徳性を 

高める 

心の教育の

推進 

「道徳の授業で学んだこと

は、必要のあることだと  

思う」と考える児童生徒の

割合 

９１.０％ 

（令和元年度） 

肯定的な回答 

８５.０％以上を維持 
９３.３％ ◎ 

本県のいじめの認知件数に  

占める、いじめの解消して

いるものの割合 

８２.０％ 

※全国８５.８％ 

(平成２９年度) 

国と同程度 

（±１％） 

の解消率を維持 

７７.３％ 

※全国７７.４％ 

（令和２年度） 

○ 

３ 

生涯をたく

ましく生き

るための健

康・体力づ

くりの推進 

小学校における新体力テスト 

（８種目８０点）の平均点 

４９.２点 

(平成３０年度) 
５０.０点 ４７.３点 △ 

４ 

共生社会の

形成に向け

た特別支援

教育の推進 

幼・小・中・高等学校におい

て作成した「個別の教育 

支援計画」や「個別の指導 

計画」を学年間、他校種への

引継ぎ資料として活用した

割合 

「個別の教育支援計画」 

６７.７％ 

「個別の指導計画」 

７１.３％ 

（令和２年度） 

「個別の教育支援計画」 

８２.５％ 

「個別の指導計画」 

８３.７％ 

 

「個別の教育支援計画」 

７０.４％ 

「個別の指導計画」 

７０.７％ 

 

○ 

５ 

人間形成の

場としての

活力ある学

校づくり 

児童生徒の登下校時におけ

る交通事故死傷者数 

死亡者  １人 

負傷者６８２人 

(令和元年) 

死 亡 者 を な く

し、負傷者は減

少を目指します 

死亡者  ２人 

負傷者６３４人 
△ 

私立学校における教員一人  

当たりの生徒等の数 

１７.３人 

(平成３０年度) 
減少を目指します １６.７人 ○ 

６ 

教育現場の

重視と教員

の質・教育

力の向上 

組織的・継続的な研修を行

っている学校の割合 

小 ７５.５％ 

中 ５９.６％ 

(平成３０年度) 

小 １００％ 

中 １００％ 

小 ６０.７％ 

中 ４８.２％ 
△ 

県教育委員会が実施する調

査等の縮減 

２７６件 

(令和元年度) 
減少を目指します ２４８件 ○ 

７ 

多様なニー

ズに対応し

た 教 育 の 

推進 

公立学校における学校内外

の機関等で相談・指導等を

受けていない不登校児童生

徒の割合 

３７.８％ 

(平成３０年度) 
減少を目指します 

３６.６％ 

（令和２年度） 
○ 

公立高等学校における中途

退学生徒の割合 

１.３１％ 

(平成３０年度) 
減少を目指します 

０.９４％ 

（令和２年度） 
○ 

千葉県子ども・若者総合 

相談センターにおける相談

件数 

１,０７９件 

(平成３０年度) 
１,３００件 ２,００９件 ◎ 
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施策 指標の項目 
基準値 

（基準年度） 

目標 

（令和６年） 
達成状況※２ ※３ 

８ 

家庭教育へ

の支援と家

庭・地域と

の連携・協

働の推進 

地域学校協働本部が整備さ

れた小中学校の割合 

３８.７％ 

※全国５０.５％ 

(令和元年度) 

全国平均以上を 

目指します 

６０.０％ 

※全国６５.１％ 
△ 

コミュニティ・スクールを

導入した学校の割合 

６.３％ 

※全国２１.３％ 

(令和元年度) 

全国平均以上を 

目指します 

９.７％ 

※全国３３.３％ 
△ 

９ 

人生 100 年

時代を見据

えた生涯学

習の推進 

千葉県生涯学習情報提供システム

「ちばりすネット」の情報登録件数 

５,５１０件 

(平成３０年度) 
増加を目指します ７,９６５件 ◎ 

県立生涯学習施設（少年自

然の家・青年の家、さわやか

ちば県民プラザ）の主催事

業の参加者数 

青少年自然の家 

３０,４４２人 

さわやかちば県民プラザ 

８０,０５９人 

(平成３０年度) 

増加を目指します 

青少年自然の家 

４,２４４人 

さわやかちば県民プラザ 

７,０５４人 

― 

10 

郷土と国を

愛する心と

世界を舞台

に活躍する

能力の育成 

学校・社会教育施設等にお

ける出土文化財の活用件数 

１１８件 

(平成３０年度) 
１５０件 ７７件 ― 

留学・研修旅行のために 

出国した生徒の人数 

（県立高校） 

３か月以上の 

留学・研修旅行 

５７人 

(令和元年度) 

増加を目指します ２３人 ― 

11 

「するスポ

ーツ」「みる

スポーツ」

「ささえる

スポーツ」

の推進 

成人の週１回以上のスポー

ツ実施率 

４８.７％ 

(平成３０年度) 
６０％ ６２.５％ ○ 

※２：「達成状況」の欄に調査時期の記載がない項目は、令和３年度の調査です。 
※３：目標を踏まえた令和３年度時点の達成度 

（◎：大きく達成、○：概ね達成若しくは達成に向けて水準が上昇、△：努力を要する） 
 

【概要】 
  １１の具体的な施策に対して２１の指標を設定し、そのうち令和３年度時点の達成度として、   

既に令和６年度の目標値を大きく上回っている項目としての「◎」が、３つ、目標を概ね達成

もしくは達成に向けて水準が上昇傾向にある項目としての「○」が８つ、現時点で目標達成に

向けて何らかの改善・努力を要する項目としての「△」が７つとしました。 
  なお、２１の指標のうち、新型コロナウイルス感染症の影響が非常に大きいと考えられる  

３つの項目については、現時点での達成度を「―」としました。 
  「◎」及び「○」のうち、既に目標値に達している項目については、今後もより高い水準が

維持できるように努めてまいります。また、上昇傾向にある項目について、特に目標値との  

差が大きく開いている項目については、目標達成に向け、現状分析や今後の方針をしっかりと

検討していく必要があります。 
  「△」については、学校の学習環境や児童生徒の体力、登下校の安全、地域コミュニティ   

などの項目が該当していますが、新型コロナウイルス感染症や社会的に大きな衝撃を与えた 

事故などが大きく影響しているものと考えられます。今後も社会的状況を十分に踏まえつつ、

目標達成に向けた可能な努力を続けてまいります。 
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３ 第３期千葉県教育振興基本計画の実施状況 

（１）千葉県教育の「あるべき姿」の実施状況 

千葉県教育の目指す姿として「子供の姿」「学校の姿」「家庭・地域の姿」「県民の姿」を定め

ています。これらの４つの姿がどれだけ実現できているかを数値化し、千葉県教育全体の実施状

況を示す目安として、以下の３つの項目を設定しました。これらの数値が長期的に増加すること

を目指し、第３期計画に掲げた各施策を推進していきます。 
 

項  目 基準値 
（基準年度） 達成状況 

【子供の姿】 

学校評価における児童生徒アンケートにおいて、「学校生活」に   

関する項目について「満足」「概ね満足」と回答した児童生徒の割合 

８８．５％ 

（令和２年度） 
８８．９％ 

状
況 

・昨年度に比べ、達成状況が０．４％増加しました。 

・学校における学習指導、いじめ対応、児童生徒の悩みの相談体制について満足している児童

生徒の割合が「学校生活」に満足している児童生徒の割合に大きく影響しています。 

主
な
取
組 

・実践モデルプログラムの周知や「授業づくりコーディネーター」として認定した教員の授業

公開や助言・相談等を通じて「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業改善や教員の授業

力向上を図りました。[施策１（１）] 

・授業中や放課後等における児童生徒の学習支援等として「学習サポーター」を１９２人派遣

し、児童生徒の学ぶ意欲の向上を図りました。[施策１（１）] 

・県立学校では、ＢＹＯＤ端末を接続するための新たな学習系ネットワークや生徒貸与用の 

タブレット端末を整備し、市町村にはＩＣＴ活用の好事例等の周知を行い、児童生徒の学力

向上を図りました。[施策１（１）] 

・学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、児童生徒の心のケアを行うスクール 

カウンセラーを１，０５４人配置し、教育相談体制の充実を図りました。[施策２（２）] 

要
因
分
析 

・長期化している新型コロナウイルス感染症拡大防止措置への諸対応を踏まえた、各学校の教

員による「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業改善、学習サポーターや学習支援ソフ

トの活用による児童生徒の学習支援等、主体的な授業改善への取組が児童生徒の学習指導へ

の満足度に影響していると考えられます。 

・各学校にて教育相談を実施し、児童生徒の悩みを相談しやすい環境を作りました。新型コロ

ナウイルス感染拡大防止のため、以前よりコミュニケーションが取りにくい環境にあるな

ど、コロナ禍の影響を踏まえた各学校の対応が、悩みや相談体制について満足している児童

生徒の割合に影響していると考えられます。 

・昨年度に続き、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、学校行事をはじめとした教育活動

の一部が制限され、従来の教育活動を行うことができませんでした。そのような中でも児童

生徒や学校関係者の創意工夫により、教育活動等を実施されたことが児童生徒にとっての満

足度に影響していると考えられます。 

今
後
の
対
応 

・ＩＣＴを活用した学習に関する教員の指導力向上は、優先すべき事項の一つと認識し、研修

の充実とともに、活用の好事例を県内学校全体で共有を図るなどして、県内どの地域、どの

学校でも、授業等へのＩＣＴの効果的な活用が図られるように努めます。 

・ちばっ子学びの未来デザインシート事業を拡大かつ効果的に運用し、児童生徒の学習意欲の

向上と教員の授業改善を推進します。 

・早期からの教育相談と支援体制の充実を図り、児童生徒が安心して学校生活を送ることが 

できるよう努めていきます。 

・新型コロナウイルス感染防止のための必要な対策を徹底しながら、各教科の授業や行事、体

験学習等、実施方法を工夫して教育活動の継続に努めていきます。 
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項  目 基準値 
（基準年度） 達成状況 

【学校の姿】 

学校評価における保護者アンケートにおいて、「学校運営」に関する

項目について「満足」「概ね満足」と回答した保護者の割合 

８８.０％ 

（平成３０年度） 
８７.２％ 

状
況 

・昨年度に比べ、達成状況が０．１％増加しました。 

・学校における学習指導や相談体制、疾病や安全対策など安全・安心な学校づくりに満足して

いる保護者の割合が「学校運営」に満足している保護者の割合に大きく影響しています。 

主
な
取
組 

・授業でＩＣＴ機器を効果的に活用する、学習支援ソフトを活用して理解の定着を図る等、 

各学校で、児童生徒の学力向上に取り組みました。[施策１（１）] 

・学校におけるカウンセリング機能の充実を図るため、児童生徒の心のケアを行うスクール 

カウンセラーを１，０５４人配置し、教育相談体制の充実を図りました。[施策２（２）] 

・各学校にて、新型コロナウイルス感染症対策や時差登校に取り組みました。また、八街市の

交通死傷事故を受け、市町村教育委員会を通じた小学校通学路の緊急一斉点検とともに、新

たな交通安全学習資料を作成し、県下全小学生に配付しました。さらには休校明けの交通安

全対策や学校の安全対策を保護者等に積極的に発信し理解を得るとともに、協力を呼びかけ

ました。[施策５（４）] 

要
因
分
析 

・令和３年度も新型コロナウイルス感染拡大防止のため、運動会や文化祭、校外学習、授業参

観、部活動等が制限される中で、各学校の状況に応じた学びの工夫や各学校がホームページ

やＳＮＳ、ＩＣＴを活用して学校での子供達の様子を保護者等に発信するなどの取組が達成

状況上昇の要因と考えられます。 

・各学校にて、新型コロナウイルス感染症対策や時差登校の取組、通学路の緊急一斉点検、さ

らには休校明けの交通安全対策や学校の安全対策を保護者等に積極的に情報発信したこと

が、保護者、地域とのつながりを保つ上での一役を担ったと考えられます。 

今
後
の
対
応 

・教員研修の充実を図る、教員のポータルサイトを活用して情報共有する等、教員の指導力向

上を図るとともに、ＩＣＴを活用し、個々の児童生徒の理解の状況に応じた、きめ細かな指

導に取り組み、児童生徒の学力の向上を図っていきます。 

・学校の方針や様子など保護者等が必要な情報を、ホームページやＳＮＳ等を積極的に活用し

て、情報発信に努めるよう各学校に働きかけていきます。 

・校内相談体制の更なる充実を図り、多様なニーズに対応した教育の推進を図っていきます。 
 

項  目 基準値 
（基準年度） 達成状況 

【家庭・地域の姿】【県民の姿】 

学校評価における保護者アンケートにおいて、「学校・家庭・地域が

連携して子供を育てる環境が整っている」と回答した保護者の割合 

８５.２％ 

（平成３０年度） 
８３．５％ 

状
況 

・昨年度に比べ、達成状況が０．６％減少しました。 

・各学校において、ＳＮＳ等を用いた安全に係る情報の発信が増えた一方、地域合同防災訓練

や挨拶運動など地域共同行事の実施率が昨年度同様に低いことが「学校・家庭・地域が連携

して子供を育てる環境が整っている」と回答した保護者の割合に大きく影響しています。 

主
な
取
組 

・教職員・保護者・地域住民が様々な教育課題について話し合う場として「学校を核とした県

内１０００か所ミニ集会」を５８１校で開催しました。令和３年度も、新型コロナウイルス

感染症防止の観点から中止や縮小、書面開催とした学校が多くあり、対面して子供の問題に

ついて考える機会が依然として少ない状況が続きました。[施策８（２）] 
要
因
分
析 

・新型コロナウイルス感染症防止のため、１０００か所ミニ集会や地域の方と児童生徒が一緒

に行うボランティア活動や体験活動等が中止若しくは縮小され、学校・家庭・地域で一緒に

活動する機会が減ったことが数値の低下に影響しているものと考えられます。 
今
後
の
対
応 

・研修内容や開催方法をオンライン開催等で工夫し、地域連携に関わる人材の発掘と育成、交

流を充実させていきます。 

・地域学校協働本部の普及とコミュニティ・スクール導入の促進に向け、県立学校や市町村教

委への訪問や研修等を行い、地域の事情や必要性を考慮しつつ、支援を行っていきます。  



 第３章 教育委員会の所管施策                               

- 24 - 
 

 
（２） 第３期千葉県教育振興基本計画に係る基本目標の各施策の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

施策１ 人生を主体的に切り拓くための学びの確立 

具体的な取組 

（１）子供の学習意欲を高め学力向上を図る取組の推進 
（２）全ての子供が、本に親しみながら成長していくための「読書県『ちば』」

の推進 
（３）子供のコミュニケーション能力を伸ばす外国語教育の充実 
（４）学びの質を高め、情報活用能力を育むＩＣＴ利活用の推進 
（５）学びを将来へとつなぐ系統的なキャリア教育の推進 
（６）幼児教育の質の向上と初等教育への円滑な接続 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

主体的に授業改善に取り組んだ学
校の割合（全国学力・学習状況調
査において「よく行った」と回答
した学校の割合） 

小 ２８．６％ 
中 ２３．３％ 

小 １００％ 
中 １００％ 

小 １９．７％ 
中 １３．５％ 

実施状況 

・令和２年度の「全国学力学習状況調査」は、新型コロナウイルス感染拡大防止

措置の影響により未実施だったため、２年ぶりの実施となりました。 

・目標に達していないが「よく行った」「行った」を併せた肯定的回答は小学校

８６．５％、中学校７８．２％となっています。 

・「思考し、表現する力」を高める実践モデルプログラムの周知及び優れた指導

力をもつ教員を授業づくりコーディネーターとして１２８名を認定し、地域

の中心となって授業改善に取り組めるようにしました。 
・授業改善・評価改善が図られるよう実践例を取りまとめた「中学校 教育課程
の展開」を作成し、県内全公立中学校、教育事務所、市町村教育委員会に配付
しました。 

・これからの社会で求められる考える力を試すテスト「ちばっ子学びの未来デザ
インシート」を県内１６６校、約５０，０００人に実施しました。 

今後の方向 

・引き続き、「『思考し、表現する力』を高める実践モデルプログラム」を各種  

研修会や指導主事による学校訪問等の際に広く周知し、各学校に活用を働き

かけます。 

・ちばっ子学びの未来デザインシート事業を拡大かつ効果的に運用し、児童生徒

の学習意欲の向上と教員の授業改善を推進します。 

・本県独自に、小学校の低学年・中学年に専科非常勤講師を配置し、専門的な教

科指導の充実や質の高い授業づくりを進めます。 

・教育事務所の学校訪問等を通じて授業改善の取組状況を丁寧に把握し、指導・

支援を充実させていきます。 

・ＩＣＴの活用等、ニーズにあった研修を設定するとともに、要請訪問を実施の

活用を広く促し、教員個々の指導法や学習指導要領の主旨に沿った授業実施

の指導・助言を行います。 

・「学力向上通信」を発行し、教員の全国学力・学習状況調査を活用した授業改

善への意識喚起を促進します。 

【基本目標１：子供】施策１～４ 

ちばの教育の力で、志を持ち、未来を切り拓く、ちばの子供を育てる 

・「知」「徳」「体」のバランスの取れた「生きる力」の育成 

・子供の自立や社会参加に向けた、能力や可能性の伸長 
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施策２ 道徳性を高める心の教育の推進 

具体的な取組 
（１）豊かな情操や道徳心を育む教育の推進 
（２）安心して学べる環境を実現するいじめ防止対策等の推進 
（３）ちばのポテンシャルを活用して心を豊かにする教育の推進 

 

指標の項目 
基準値 

（令和元年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

「道徳の授業で学んだことは、必
要のあることだと思う」と考える
児童生徒の割合 

９１．０％ 
肯定的な回答 

８５．０%以上を
維持 

９３．３％ 

実施状況 

・県内中学校、高等学校の教員から成る道徳教材等作成ワーキンググループ委員

を設置し、高等学校道徳教材集「明日への扉Ⅳ」を作成しました。生徒同士で

「考え、議論する」教材としており、県内の高等学校に配付しました。 
・中学校、高等学校の道徳教育推進教師研修会を開催し、各校の道徳教育推進 
教師の資質向上と校内研修の充実に努めました。 

今後の方向 

・今後も各種研修会において情報提供や県教育委員会作成の教材の活用を促す

ことにより、道徳の授業の充実を図っていきます。 
・新たに道徳実践実例集「心豊かに」を作成し、県内の各公立学校への配付を 
予定しています。 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和２年度） 

児童生徒のＩＣＴ活用を指導する
能力 

６８．１％ １００％ ７３．５％ 

実施状況 

・ＩＣＴ活用研修の実施により、情報教育における人材育成を図りました。  

また、校内研修の実施によりＩＣＴ教育の推進を図りました。 
・タブレット端末やPCを利用したＩＣＴを活用した授業に関する研修を行い、
個々に応じたＩＣＴ教育の推進に取り組みました。 

今後の方向 

・令和４年度からは、全県立学校に Wi-Fi 環境を整備し、ＢＹＯＤを推進してい

ることから、「ＧＩＧＡスクール構想」の理念を踏まえ、生徒が所有する端末

を活用するとともに、県が整備したタブレット端末も併用しながら、一人一台

端末の環境下でＩＣＴを活用した教育を進め、指導力の向上に努めます。 

・ＩＣＴ教育に関する教職員研修の充実と、活用の好事例の県内学校全体での 

共有を図り、県内どの地域、どの学校でも、授業等へのＩＣＴの効果的な活用

が図られるように努めます。 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

生徒の卒業段階における英語力 
中：ＣＥＦＲ Ａ１レベル 
高：ＣＥＦＲ Ａ２レベル 

中 ５２．３％ 
高 ４０．９％ 

中 ６０％ 
高 ６０％ 

中 ５２．０％ 
高 ４２．０％ 

実施状況 

・英語教育実施状況調査（令和３年度）の結果を各学校が分析し、発信力を高め

るための言語活動の時間を充実させるなど授業改善を行っています。 
・学習目標を意識した指導となっているか、そして、その目標が達成できている
かどうかを適切に評価する方法（指導と評価の一体化）の説明動画や、生徒が
英語による言語活動を行っている授業動画を作成し、授業改善を促進させる
ために、各学校で動画視聴による研修を行いました。 

今後の方向 

・英語教育の強化のため、英語教育拠点校（県立高等学校１４校）を中心に、  

校種を越えての研修会等を行い、先進的な授業の取組の普及を図ります。  

また、ＡＬＴの派遣回数が少ない学校に学習ソフトを導入することで、外国語

での発信力を強化していきます。 
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指標の項目 
基準値 

（平成２９年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和２年度） 

本県のいじめの認知件数に占め
る、いじめの解消している者の 
割合 

８２．０％ 
※全国８５．８％ 

国と同程度 
（±１％）の解消

率を維持 

７７．３% 
※全国７７．４% 

実施状況 

・アンケートや教育相談週間を定期的に実施することで、早期発見、早期解決に

努めています。 
・スクールカウンセラーを全中学校に配置するとともに、令和２年度に比べ小学
校には１１校増の１７６校に配置し、９月からは、未配置であった小学校４６
６校に月１回の配置をしました。また、高等学校には４校増の８９校に配置
し、教育相談体制の充実を図りました。 

今後の方向 
・教職員を対象にした、いじめの未然防止や認知、解消をはじめとする、いじめ
問題に係る研修会を実施するとともに、教育相談体制の更なる充実を図り、い
じめ問題の早期発見、早期解決に努めます。 

 
 

施策３ 生涯をたくましく生きるための健康・体力づくりの推進 

具体的な取組 
（１）体力向上を主体的に目指す子供の育成 
（２）子供の健康を守る学校保健の充実 
（３）食を通じた健康づくりの推進 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

小学校における新体力テスト 
（８種目８０点）の平均点 

４９．２点 ５０．０点 ４７．３点 

実施状況 

・全校対象に、令和３年度千葉県体力・運動能力調査を実施しました。（令和２

年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため未実施） 

・令和元年度との比較では、握力、長座体前屈以外の種目で、低下傾向が見られ

ました。また、全国平均との比較では、反復横跳び、２０ｍシャトルラン、ボ

ール投げに下回る傾向がみられました。 

今後の方向 

・令和２年３月以降の学校の休校や運動内容の制限などの影響で、子供たちの

体力が低下していることが懸念されます。 

・感染対策を講じつつ、成功体験や達成感、楽しさを感じられる体育の授業を実

践し、児童が自ら進んで運動する態度を育成していきます。 

・「遊・友スポーツランキングちば」は、身体接触を伴わない新型コロナ    

ウイルス対策の６種目に変更し、積極的な参加を呼びかけます。 

・体力・運動能力の状況を周知し、各校の実情に即した具体的な取組につなげて

いきます。 
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施策４ 共生社会の形成に向けた特別支援教育の推進 

具体的な取組 
（１）連続性のある「多様な学びの場」と支援の充実 
（２）早期からの教育相談と支援体制の充実 

 

指標の項目 
基準値 

（令和２年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

幼･小･中･高等学校において
作成した「個別の教育支援計
画」や「個別の指導計画」を
学年間、他校種への引継ぎ資
料として活用した割合 

「個別の教育支援計画」
６７．７％ 

「個別の指導計画」
７１．３％ 

「個別の教育支援計画」
８２．５％ 

「個別の指導計画」
８３．７％ 

「個別の教育支援計画」 
７０．４％ 

「個別の指導計画」 
７０．７％ 

実施状況 

・指標の項目にある「引継ぎ資料として活用した」という定義を「個々に計画を
作成して説明を行い、計画も渡した」として調査を実施しています。 

・個別の教育支援計画の重要性の理解が進み、作成率が前年度より上昇しました。 
・個別の教育支援計画の作成率85.2％（前年度81.8％）、個別の指導計画の作成率

90.9％（前年度89.9％）であり、両計画とも作成率は上がっています。「個別の
教育支援計画」の活用率は2.7％上昇したが、「個別の指導計画」の活用率は0.6％
下がりました。 

今後の方向 

・児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導・切れ目のない  

支援を行うよう、公立の幼稚園・幼保連携型認定こども園特別支援教育コーデ

ィネーター研修会や特別支援アドバイザーの派遣を通して周知を図り、作成さ

れた計画すべてを引継ぎに活用します。 

・進学する際に直接引継ぎが行われていないケースや、園内、校内での学年間の

活用について、学年が上がるにつれ下がる傾向が見られることから、各種会議

や研修会において、両計画の確実な引継ぎについて周知していきます。 

 
【トピックス１】「I’mPOSSIBLEアワード」 

 
国 際 パ ラ リ ン ピ ッ ク 委 員 会 （ Ｉ Ｐ Ｃ ） 公 認 教 材

『I’mPOSSIBLE』は、パラリンピックを題材に、共生社会
への気づきを子供たちに促す教材としてアギトス財団  
（ＩＰＣの開発を担う機関）が開発したもので、教材の名前
「I’mPOSSIBLE」には、「不可能（Impossible）だと   
思えたことも、ちょっと考えて工夫さえすればできるように
なる（I’m POSSIBLE）」という、パラリンピックの選手たちが体現するメッセージが込められて
います。 

ＩＰＣは２０１９年８月、「I’mPOSSIBLEアワード」を創設し、共生社会の実現に寄与した学校
と同じく、“社会を変える”顕著な貢献をしたパラリンピアンを東京２０２０パラリンピックの閉会
式で表彰することとしました。 

２０２１年の閉会式では、開催国最優秀賞に木更津市立清見台小学校、開催国特別賞に千葉県立 
東金特別支援学校の取組が選ばれたほか、海外最優秀賞１校、パラリンピアン２人が表彰されました。 

  

木更津市立清見台小学校 

パラリンピアンとの交流 

県立東金特別支援学校 

近隣とのパラスポーツによる交流 
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施策５ 人間形成の場としての活力ある学校づくり 

具体的な取組 

（１）地域に開かれた魅力ある学校づくり 
（２）豊かな学びを支える学校・学習環境づくり 
（３）私立学校の振興と公立学校・私立学校の連携 
（４）安全・安心な学びの場づくりの推進 

 

指標の項目 
基準値 

（令和元年） 
目標 

（令和６年） 
達成状況 

（令和３年） 

児童生徒の登下校時における交通
事故死傷者数 

死亡者１人 
負傷者６８２人 

死亡者をなくし、
負傷者は減少を目
指します 

死亡者２人 
負傷者６３４人 

実施状況 

・千葉県通学路推進事業では、モデル地域や拠点校における取組や研究成果をウ

ェブページや研修会等で紹介し、普及を図りました。 

・学校安全教室講習会では、交通安全に関する有識者に資料作成を依頼し、動画

配信によって研修を実施しました。また、八街市の交通死傷事故を受け、市町

村教育委員会を通じた小学校通学路の緊急一斉点検とともに、新たな交通安

全学習資料を作成し、県下全小学生に配付しました。 
・スケアード・ストレイト（※）交通安全教育を県内１１か所で実施し交通安全
に関する意識向上を図りました。 

今後の方向 

・「千葉県自転車条例」及び「ちばサイクルール」等の周知や関係部局との連携

により、自転車に関するルールやマナーを身に付ける機会を確保します。 

・各市町村に対して「通学路交通安全プログラム」を基に、通学路の安全を確

保するよう求めるとともに、同プログラムの実施状況の把握に努めます。 

※スケアード・ストレイト：外部講師やスタントマンによる自転車交通事故の実演 
 
 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

私立学校における教員一人当たり

の生徒等の数 
１７．３人 

減少を 

目指します 
１６．７人 

実施状況 

・経常費補助金の補助単価を増額するとともに、チームティーチングや少人数

学級を行っている学校や、教員数を多く配置している学校に傾斜配分等を行

いました。 

今後の方向 
・経常費補助の交付において、継続的な取組を行うとともに、有効な取組を検討

していきます。 

 
 
 
 
 
 
 

【基本目標２：学校】施策５～７ 

ちばの教育の力で、「自信」と「安心」を育む学校をつくる 

・子供の学びを支える学習環境づくり 

・教員採用・研修の充実や教職員の働き方改革 

・不登校や経済的理由など様々な困難を有する児童生徒、家庭へのきめ細かな支援 
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施策６ 教育現場の重視と教員の質・教育力の向上 

具体的な取組 
（１）熱意あふれる人間性豊かな職員の採用 
（２）信頼される質の高い教員の育成 
（３）教職員が子供と向き合う時間を確保するための取組の推進 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

組織的・継続的な研修を行ってい

る学校の割合 

小 ７５．５％ 

中 ５９．６％ 

小 １００％ 

中 １００％ 

小 ６０．７％ 

中 ４８．２％ 

実施状況 

・新型コロナウイルス対応等で大勢が集まっての研修は行いにくい状況下で 

はありましたが、オンデマンドの研修動画の活用やオンラインでの研修など、

各校で工夫し研修が進められました。 

・目標値に達していないが、肯定的回答としては小学校で 98.9％、中学校で

95.2％となっており、改善が図られています。 

今後の方向 
・引き続き、全ての学校で実施されるよう各種研修会を通して、具体的な研修

方法や体制作りについて周知していきます。 

 

指標の項目 
基準値 

（令和元年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

県教育委員会が実施する調査等の

縮減 
２７６件 

減少を 

目指します 
２４８件 

実施状況 

・令和３年３月改定の「学校における働き方改革推進プラン」の取組の１つと 

して、調査の必要性を精査し、方法を工夫することを挙げました。 

・教育委員会事務局部会において、全庁横断的な調査の削減に取り組みました。 

・約１０％（２８件）の削減ができました。 

今後の方向 
・令和４年度の削減数は、ほぼ横ばいの見通しであり、今後は、並行してＩＣＴ

を活用した調査方法の簡便化等に努め、教職員の負担軽減を図ります。 

 
 

 

施策７ 多様なニーズに対応した教育の推進 

具体的な取組 

（１）不登校児童生徒の状況に応じた支援の推進 
（２）学び直しなどの再チャレンジの機会の充実 
（３）経済的・家庭的理由など様々な困難への支援 
（４）外国人児童生徒等の受入れ体制の整備 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和２年度） 
公立学校における学校内外の機関
等で相談・指導等を受けていない
不登校児童生徒の割合 

３７．８％ 
減少を 

目指します 
３６．６％ 

実施状況 

・各教科の学習プリントや約１,８００本の授業動画をＷｅｂ上で公開する、 
学習支援ソフト導入への補助を行う等、全ての児童生徒へ学びを保障しました。  

・不登校児童生徒数は、高い値で推移しており、令和２年度における不登校を 

理由としている小学校の児童は、２，６９１名、中学校の生徒は、５，１５９

名、高等学校の生徒は１，５９３名です。 
・令和３年度は、スクールカウンセラーを全中学校及び教育事務所等に１１名に
配置するとともに、令和２年度に比べ小学校には１１校増の１７６校に配置
し、９月からは、未配置であった小学校４６６校に月１回の配置をしました。
また、高等学校には４校増の８９校に配置し、教育相談体制の充実を図りまし
た。 
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【トピックス２】「チーてれ スタディネット ～みんなでオンライン学習～」 
 
 県教育委員会では、新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨時休業期間や様々な事情により、家庭に
おいて学習を進める児童生徒や学校の授業の支援として、授業動画「チーてれ スタディネット みん
なでオンライン学習」を公開しています。 

「チーてれ スタディネット」では、教科書を活用しながら自宅で学習を進めることができる「授業
動画」と「学習用プリント」があり、各教科の授業動画は、在籍する小学校・中学校・特別支援学校
で児童生徒が使用している教科書から選んで視聴することができます。 
 
★授業動画例（６年生国語）             ★学習プリント例 
                           4年生算数      ６年生理科 
 
 
 
 
 
 
 

今後の方向 

・令和４年版「千葉県版 不登校児童生徒・保護者のためのサポートガイド～よ

りそい ささえ合う 子どもの未来～」を作成し、ＨＰに掲載しました。今後、

冊子版を、各学校等へ配付し、生徒、保護者への情報提供を積極的に行う予定

です。 

・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置など、校内教育

相談体制の更なる充実を図るとともに、千葉県子どもと親のサポートセンタ

ーなど、学校内外の相談機関の周知を図ります。 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和２年度） 

公立高等学校における中途退学生
徒の割合 

１．３１％ 
減少を 

目指します 
０．９４％ 

実施状況 

・スクールカウンセラーを県立高等学校８９校に配置するとともに、スクールソ
ーシャルワーカーを定時制の課程を置く県立高等学校１７校と地域連携アク
ティブスクール４校に配置し、教育相談体制の充実を図りました。 

・各学校が、教育相談体制の充実を図り、生徒の状況について丁寧に把握・理解
に努めたことで、目標値を達成できたと考えています。 

今後の方向 
・生徒の心理面や、環境面に配慮した生徒理解を基盤とした、各学校の教育相

談体制を更に充実させ、中途退学者の減少を目指します。 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

千葉県子ども・若者総合相談セン
ターにおける相談件数 

１，０７９件 １，３００件 ２，００９件 

実施状況 

・千葉県子ども・若者総合相談センター「ライトハウスちば」の運営において、

電話や面談による相談をした他、「若者を対象とした支援プログラム」を実施

し、子ども・若者のより早期の復学・就職に向けて支援を実施しました。 

・ポスターやリーフレット、ホームページ等でセンターの周知を図りました。 
・相談者等への支援の充実のため、千葉県子ども・若者支援協議会の構成機関で

ある県の関係機関をはじめ、国や民間団体との連携を図り、会議等において 
支援の検討や情報交換に努めました。 

今後の方向 

・今後もセンターの周知を図り、困難を有する子ども・若者への支援体制の充実

を図ります。 

・千葉県子ども・若者総合相談センター「ライトハウスちば」にて、対面のほか

オンラインによる面接相談を継続実施します。 
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施策８ 家庭教育への支援と家庭・地域との連携・協働の推進 

具体的な取組 
（１）全ての教育の出発点である家庭教育への支援 
（２）家庭・地域と学校との協働により地域全体で子供を育てる体制の構築 
（３）虐待など不適切な養育から子供を守る取組の充実・強化 

 

指標の項目 
基準値 

（令和元年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

地域学校協働本部が整備された小

中学校の割合 

３８．７％ 

全国：５０．５％ 

全国平均以上を 

目指します 

６０．０％ 

全国：６５．１％ 

実施状況 

・市町村への訪問や担当者会議等で地域学校協働本部の整備に向けて働きかけ

を行ったところ、整備を進めた小中学校の割合が増加しました。 

・市町村訪問を通じて、地域と学校のつなぎ役となる地域コーディネーター等の

人材不足が課題となっている地域があります。 

今後の方向 

・各教育事務所の社会教育主事と連携しながら、引き続き、市町村訪問を行い、

地域学校協働活動に対する理解促進に向けた取り組みを、コミュニティ・スク

ールの導入と併せて推進していきます。 

・地域コーディネーター等を対象とした研修講座を開催し、資質向上とネットワ

ークづくりを図るとともに、パンフレット等による広報活動を実施し、広く地

域住民等を対象とした市町村の人材発掘の取組を支援していきます。 
 

指標の項目 
基準値 

（令和元年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

コミュニティ・スクールを導入

した学校の割合 

６．３％ 

全国 ２１．３％ 

全国平均以上を 

目指します 

９．７％ 

全国 ３３．３％ 

実施状況 

・県立学校及び市町村教育委員会に対して、研修会や個別訪問を実施し、導入に

向けての支援を行ったところ、県立学校においては導入校が２校増加して９校

となり、市町村においては導入校が１５校増加して１０６校となりました。 

・県立学校及び市町村への実態調査をもとに、研修会等の開催や個別訪問を行い、

制度に対する関係者の理解を図りました。 

今後の方向 

・地域との連携が必要とされている県立学校、導入の方針がない市町村教育委員

会については、個別訪問等による制度説明や好事例の紹介等行うことで導入を

支援していきます。 

・県立学校については、全校導入に向けた計画を今年度中に策定するとともに、

市町村立学校については、各教育委員会における計画策定の支援を行っていき

ます。 

 

【基本目標３：家庭・地域】施策８～９ 

ちばの教育の力で、家庭と地域の絆を深め、全ての人が活躍できる環境を整える 

・地域全体で子育てを支える家庭教育への支援 

・家庭・地域と学校との協働体制の構築 

・県民がいつでも学べる場や機会の提供 

・障害のある人の生涯学習の充実 
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施策９ 人生１００年時代を見据えた生涯学習の推進 

具体的な取組 
（１）県民への多様な学習機会の提供 
（２）生涯学習の成果を生かし社会に貢献できる仕組みづくり 
（３）障害のある人の生涯を通じた多様な学習活動の推進 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

千葉県生涯学習情報提供システ

ム「ちばりすネット」の情報登録

件数 

５，５１０件 
増加を 

目指します 
７，９６５件 

実施状況 
・年２回の情報提供依頼に加えて年度末に依頼先を拡充し、各団体が提供しやす

い形式で依頼することで、情報提供件数と提供先の増加を図りました。 

今後の方向 
・引き続き、各団体での相互利用及び多様な利用者に対して情報提供を依頼し

ていきます。 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

県立生涯学習施設（少年自然の

家・青年の家、さわやかちば県民

プラザ）の主催事業の参加者数 

青少年自然の家  

３０，４４２人 

さわやかちば県民プラザ 

８０，０５９人 

増加を目指します 

青少年自然の家 

４，２４４人 

さわやかちば県民プラザ 

７，０５４人 

実施状況 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う主催事業自体の中止や事業規模の縮

小などにより、参加者数は昨年度からは増加したものの、基準年の１割程度

に留まりました。 

今後の方向 

・新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、オンラインで講座を行うなど

県民の学習機会提供を創出していきます。 

・新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえつつ、実施方法を工夫するな

ど、参加者の安全を確保しながら、心を豊かにする生活体験や自然体験などの

機会を多く提供できるよう取り組んでいきます。 
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施策１０ 郷土と国を愛する心と世界を舞台に活躍する能力の育成 

具体的な取組 
（１）郷土と国の歴史や伝統文化等について学ぶ教育の推進 
（２）多様な文化と認め合う国際社会の担い手の育成 
（３）文化にふれ親しむ環境づくり 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

学校・社会教育施設等における出

土文化財の活用件数 
１１８件 １５０件 ７７件 

実施状況 

・令和２年度より増加しましたが、目標を下回っているのは新型コロナウイルス

感染症拡大防止による延期や中止が引き続き大きな要因です。ただし、実施の

要望自体はそれほど減少していません。 

・本物の土器を使った体験事業「土器ッと古代“宅配便”」を小学校３５回、   

中学校２回、特別支援学校３回、公民館９回、博物館６回、その他こどもルー

ム・貸し出し等２２回実施し、郷土の歴史や文化に対する興味・関心や理解を

促しました。 

今後の方向 

・体験学習については、宅配やＷｅｂ学習などで活用できることをホームページ

等で多くの学校に広報し、さらなる活用を促します。 

・感染症の状況を見極めつつ、各機関からの要望に応じて可能な限り対応すると

ともに、出張(土器宅)については対面以外での実施方法も行っていきます。 

 

指標の項目 
基準値 

（令和元年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

留学・研修旅行のために出国した

生徒の人数（県立高校） 

３か月以上の留学・研修旅行 

５７人 増加を目指します ２３人 

実施状況 

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、留学者数が大幅に減少しました。 

・令和元年度までは、県立学校で３か月以上の海外留学者数は、５７人でした。 

・短期留学、研修を含め、令和２年度は１７人、令和３年度は２３人でした。 

今後の方向 
・新型コロナウイルスの感染状況を注視しつつ、オンライン交流や国内での留学

生との交流等、実施可能な方法で国際教育交流の推進を図ります。 

 
 
 
 
 
 

【基本目標４：県民】施策１０～１１ 

ちばの教育の力で、世界を舞台に活躍する人材を育成し、「楽しい」「喜び」に  

満ちた豊かな社会を創る 

・郷土と国の歴史への理解、多様性を尊重する態度など、国際社会の担い手 

として求められる能力の育成 

・県民がスポーツに親しむことができる環境の整備 

・障害者スポーツの推進 
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施策１１ 「するスポーツ」「みるスポーツ」「ささえるスポーツ」の推進 

具体的な取組 
（１）人生を豊かにするためのスポーツの推進 
（２）ともに楽しめる障害者スポーツの推進 
（３）競技力の向上 

 

指標の項目 
基準値 

（平成３０年度） 
目標 

（令和６年度） 
達成状況 

（令和３年度） 

成人の週１回以上のスポーツ実施

率 
４８．７％ ６０％ ６２．５％ 

実施状況 

・指標である世代別成人のスポーツ実施率では、前年度に比べ、２０代・３０代

の上昇がみられたものの、その他の世代では減少しました。個々が外出の自粛

等により、運動の必要性を改めて感じつつも、安心してスポーツに取り組むこ

とが難しいと判断し、スポーツに親しむ機会が少ないことが考えられます。 

今後の方向 

・感染症拡大防止策を講じつつ、県立スポーツ施設の無料開放やスポーツ体験 

イベントの開催を通じてスポーツに親しむ場所や機会の提供を進め、県民が

スポーツに親しむきっかけづくりに努めます。 

・HP を活用し、スポーツイベントや公共スポーツ施設情報等の配信等の情報  

発信を行います。 
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第４章 
 

有識者の意見 
 
 
 

１ 外部有識者 ※50 音順 敬称略 

 

石垣 正純  弁護士 

 

       大野 英彦  千葉大学教育学部教授 
 

三幣 利夫  千葉敬愛学園理事長 
 

濱詰 大介  千葉県ＰＴＡ連絡協議会会長 

 

 

  ２ 外部有識者からの意見聴取（ヒアリング） 
 

（１）実施日 
令和４年８月４日（木）～８日（月） 

 

（２）概要 

教育に関し学識経験を有する方の知見を活用し、客観的な評価を行うこと

を目的として、外部有識者に対し意見聴取（ヒアリング）を実施し、教育委員

の活動全般や、第３期千葉県教育振興基本計画の進捗状況等について御意見

をいただきました。 

各章の内容について頂いた御意見を次ページから記載いたします。 

 
 

 

 

 
濱詰氏(千葉県ＰＴＡ連絡協議会会長)[写真右]との 

意見聴取（ヒアリング）の様子 
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【第２章 教育委員の活動】について 

 

（１）総合教育会議について 

○ この会議の内容が、どのように反映されているのかわかりにくい。本年度、施策を進めているな

らば、来年度の報告書には記載できると良い。具体的にどう活かされているかを示してほしい。 

 

（２）教育委員の活動の概要について 

○ 教育委員会会議のほか、日頃から熱心に調査・研究に取り組んでおり、敬意を表したい。 

○ コロナ禍の中、視察や行事等への参加については、大きく制限を受けているところであるが、今

後とも、新型コロナウィルスの状況を注視しながらも、子供たちや保護者、地域の現状把握等につ

いて努めていただきたい。 

○ 教育委員の視察に関し、コロナ禍であり、受け入れ側の対応が難しいこと、負担が大きいことも

あるかと思うが、大人数ではなく少人数、随行者等はなくすなどの工夫はできる。県内の様々な地

域を知ることが大事と考える。 

 

（３）具体的な施策への反映について 

○ ＩＣＴを活用した教育を推進し、サポート体制の充実を一層図ってもらいたい。 

○ ＩＣＴを活用した学習支援について、機器の取り扱いなどについては、生徒たちの方が進んでお

り、慣れ親しんでいる。教職員によって差が生じないように指導力の底上げをしてもらいたい。 

○ 英語の学力定着に課題があるということだが、英語を学習することにプラスの意味づけを与える

ことが必要と考える。ＩＣＴの活用について、タブレットをより有効に活用するためにも、英語力

が必要であると考える。 

○ ＩＣＴを活用した学習支援について、若手の教員が増えていく中で、若手の感覚でより柔軟にＩ 

ＣＴを活用してもらいたい。これは働き方改革にもつながることだと考える。 

 

○ 交通安全について、登下校の対応については、中教審答申において、基本的には学校以外が担う 

べき業務とされている。児童・生徒の安全はもちろん重要なので、どうしたらより安全に登下校で

きるか、誰とどのような連携が図れるかの検討が必要と考える。 

 

○ ＳＮＳを活用した教育相談など、多くの場面できめ細やかにＳＮＳを活用している印象があり、 

評価している。受け皿が様々な形であるのはとても良いことだと思う。 

○ 「いじめの芽もいじめとして認知」とあるが、まだ徹底されていないのではないかと感じる。千 

葉県として徹底されたい。 

○ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーについて、実際に機能する形での配置等、 

有効に利用されるような方策を引き続き検討いただきたい。 

○ 千葉県ではスクールロイヤーを予算措置しているので、さらなる活用が望ましい。教員研修だけ 

でなく、子どもを対象としたいじめ防止事業を実施している。より広い活用をされたい。 
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○ 働き方改革について、教員が大変だということはよく耳にする。やることが増えている。１つ増 

えたら１つ捨てることが必要。「○○はやらなくてよい」と通達することもできるのではないか。 

○ 部活動の地域移行については、地域の差異を考慮し、足並みを揃えた適切な移行を検討されたい。 

○ 働き方改革について、教職員の「働き甲斐」の観点を加味して検討されたい。 

 

○ 特別支援教育の充実について、保護者・家族も含め「一人一人が輝く」としたことは非常に大き 

い。ＰＴＡ活動も一緒に活動していく仕組みづくりを推進し、共生社会の実現に向かいたい。 

○ 特別支援教育の充実について、特別支援学級も含め、教員の配置や研修について適切に行われる 

ように努力されたい。また、発達障害についての理解をより深め、ギフテッドへの援助もお願いし

たい。 

 

○ 「開かれた学校づくり委員会」や「学校評議員制度」、「学校運営協議会（コミュニティ・スクー 

ル）」の捉え方が、地域によって様々になってしまっていると感じている。地域学校協働活動推進 

員（地域コーディネーター）の役割は非常に重要だと思う。 

○ 学校・家庭・地域の連携について、個人情報の共有について十分に配慮をされたい。「情報を流し 

てはいけない」ではなく、流すならば同意をきちんと取ることが必要である。 

 

○ 県立だけでなく市町村立も含め、博物館・美術館について、地域の実情、人口、場所、市町村と 

のバランスを考慮して運営してもらいたい。また、地元民以外の来館者について、美術館巡りがで 

きるような、複数がつながる展示ができると来館者数の向上になる。縦割りだけでない組織で運営 

してもらいたい。 

○ 県立博物館・美術館について、県民のための施設という点で、広く県民にその存在をアピールす 

るような活動を行われたい。 

 

○ 「体力・運動能力の状況」について、数値のみに捕らわれるのではなく、県としての理念、施策 

の方向性を前面に出して実施し、継続していってもらいたい。 

 

○ 教職員の不祥事根絶について、大前提としてわいせつ事案を徹底的になくすこと。そして、その

手段としてＳＮＳのやりとりをしないという順序が重要。 
 

○ 教育委員の様々な視点からの意見等が反映され、よりよいリーフレットや手引きが作成等されて

いる。今後もこの良好な関係を継続していただきたい。 

○ 今後、「好事例の共有」から、「目標達成に向けたサポート」へ、教育委員会として具体的にどの

ように取り組むかが大きな問題である。 
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【第３章 教育委員会の所管施策】について 

 

○ 千葉県教育の「あるべき姿」の実施状況における「子供の姿」「保護者の姿」の結果分析から、各 

学校が子供に対して手厚くケアすること、保護者へ子供達の様子を頻繁に情報発信することが、学 

校に対する安心、信頼につながるものと推察される。そのためにも、教員の子供にかかわる時間の 

確保、ＩＣＴ等の活用による事務の効率化をさらに進める必要がある。 

○ 千葉県教育の「あるべき姿」にある「学校・家庭・地域の連携」に関し、コロナ禍においてコミュ 

ニケーションが不足していることは否めないが、その中でも、８０％を超える達成状況になってい  

るので、引き続き現在の取組を継続してもらいたい。また、コロナ関連が収束された際には、改め 

て対面でのコミュニケーションの重要性等を鑑み、工夫をしてもらいたい。 

 

○ 「人生を主体的に切り拓くための学びの確立」については、特に重点的に力を入れて取り組まれ 

たい。「書く力」が「思考し表現する力」につながると考える。書いて、まとめて、発表できるよう 

に、「書く力」の充実と併せて取り組まれたい。 

○ ＩＣＴの活用については、機器の整備はもちろんのこと、その機器を活用するための通信回線容 

量・速度の確保、教員の指導力の向上は、急務であると考える。 

 

○ いじめに関する調査については、認知件数に占める解消している割合であり、見えていないとこ 

ろもたくさんあるはず。当事者たちも、これはいじめなのか判断できないところもあるかと思う。 

そのようなところも検証していってもらいたい。 

○ 相談体制の充実に関し、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、ＳＮＳでの相談 

等、多様な受け皿があるのが良い。 

 

○ コロナ禍による運動不足により生じる子供達の体力の低下は、長いスパンでそれぞれの健康に悪 

い影響を与えかねない危険性をもっている。具体的な取組の立案、実行を望む。 

 

○ 「共生社会の形成に向けた特別支援教育の推進」について、小中学校において特別支援学級は孤 

立しやすいイメージがあるので、力を入れなければならないと考える。 

○ 共生社会の形成に向けた特別支援教育の推進について、オリンピック・パラリンピックが一つの 

きっかけになっている。また、自分が子どもの時よりも、今の子ども達は随分進んでいると感じて 

いる。 

 

○ 八街の交通事故は残念でならない。このような事故が二度と起こらないよう、県警、県、教育委 

員会が密接に連携して、再発防止に取り組むことを望む。 

○ 教員採用について、教育学部を志願する生徒が減少している。その背景に「教員という仕事は大 

変だ」ということが広まっていることが原因と考える。その対策を講じていかなければならない。 

教員の魅力を伝える高校への出前講座はとても良い取組だと思う。まず、教職に興味をもってもら 

いたい。 
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○ 各種研修会はコンプライアンスについても取り上げ、スクールロイヤーの活用等、より充実した 

ものを行っていただきたい。 

○ 組織的・継続的な研修について、オンデマンドの研修動画の活用やオンラインでの研修を実施し 

ていることは、働き方改革の一つにもなっていると思う。 

○ 県教育委員会が実施する調査等の縮減については、必要な調査もあるところから統合や廃止にも 

限界がある。しかしながら、毎年ではなく隔年とする、抽出校での調査にする等、実施、集計方法 

等については、まだまだ工夫・改善する余地がある。 

○ 「多様なニーズに対応した教育の推進」について、いじめ・不登校だけでなく、虐待の問題につ 

いても視野に入れて継続的に進められたい。 

○ 相談件数について、平成３０年と比較して倍増し、目標に対する達成状況も高い。ニーズがある 

ということなので、確かな実績としてこのまま進めていただきたい。 

 

○ 地域学校協働本部の整備及びコミュニティ・スクールの導入については、課題である。地域コー 

ディネーター等の人材発掘や、市町村に対し理解を図っていく等の課題がある。 

○ 「地域とともにある学校」の実現に向けたコミュニティ・スクールの導入が全国と比較してまだ 

まだ低い状況にある。県立学校や各市町村教育委員会に対し、さらなる啓発を行う必要がある。 

 

○ 生涯学習の推進について、民間の事業と重複しているものが多い。民間に移せるものは移した方 

が良いと考える。 

 

○ コロナ禍においても、不断の努力、改善に向けた取り組みがなされている。コロナ関連が収束し 

た後の諸活動の見通しを検討しておいてもらいたい。 

○ 「達成状況」の数値については、施策の効果が表れていることはもちろんであるが、コロナの蔓 

延状況ほか学校等を取り巻く諸環境の効果（要素）もあることを考えると、当該年度の数値のみを 

示すのではなく、経年変化も示した方がより今後の方向性が明確になるのではないか。 

○ 達成状況の数値のみに捕らわれ、全国平均よりも上回らなければいけないだとか、数字を上げる 

ために取り組むよりも、理念、方針等の柱をもって目標に向かって取り組んでほしい。 
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